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デジタルガバメント ワーキング・グループの進捗について 

 

令和２年２月 12 日 

デジタルガバメント ワーキング・グループ 

１．開催状況 

第２回 １２月１０日（火）１０:００～１１:５０ 

【議題】 

①個人事業主の事業承継時の手続簡素化について（フォローアップ） 

（財務省及び厚生労働省からヒアリング） 

（概要）・規制改革実施計画（令和元年６月 21 日閣議決定）を踏まえた法令改正の検

討状況について、ヒアリングを実施。厚生労働省に対し、引き続き、法律改

正を求めていく旨を確認。 

②「行政手続コスト 20％以上削減」に向けた各省取組のフォローアップ 

- 重点分野「従業員からの請求に基づく各種証明書類の発行」（就労証明書）、 

「社会保険に関する手続」及び「調査・統計に対する協力」について 

（内閣府及び厚生労働省からヒアリング） 

（概要）・「行政手続コスト 20％以上削減」に関し、行政手続コストが大きい又は 30 年

度の計測値における削減率が低い府省から、これまでの削減状況及び目標達

成に向けた今後の取組等について、ヒアリングを実施し、府省から、確実に

目標を達成すべく取組を行う旨を聴取。 

・就労証明書に関し、規制改革実施計画（同上）に基づく標準様式の普及等に

係る取組の進捗について、ヒアリングを実施。 

 

第３回 １２月２０日（金）１０:３０～１２:００ 

【議題】 

①「行政手続コスト 20％以上削減」に向けた各省取組のフォローアップ 

- 重点分野「営業の許可・認可に係る手続」について 

（国土交通省、農林水産省及び経済産業省からヒアリング） 

（概要）・「行政手続コスト 20％以上削減」に関し、行政手続コストが大きく 30 年度の

計測値における削減率が低い三省からこれまでの削減状況及び目標達成に

向けた今後の取組等について、ヒアリングを実施。三省から、確実に目標達

成すべく取組を行う旨聴取。 

      

②新しい目標設定の在り方に係る検討の進め方について 

（概要）・これまでの取組の検証や政府全体の取組のヒアリング等を引き続き行った上

で、具体的な審議に入る段取りについて、委員間で審議。 

    ・引き続き検討を行う予定。 

資料２－６ 
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第４回 １月１４日（火）１０:００～１１:４０ 

【議題】 

①「行政手続コスト 20％以上削減」に向けた各省取組のフォローアップ 

- 重点分野「調査・統計に対する協力」、「営業の許可・認可に係る手続」及び 

「商業登記等」について 

（総務省、警察庁、金融庁及び法務省からヒアリング） 

（概要）・30 年度の計測値における削減率が低い省庁から、これまでの削減状況及び目

標達成に向けた今後の取組等について、ヒアリングを実施。四省庁から、確

実に目標達成すべく取組を行う旨聴取。 

②デジタル・ガバメント実行計画（令和元年 12 月 20 日閣議決定）について 

  （内閣官房 IT 総合戦略室からヒアリング） 

（概要）・デジタル・ガバメント実行計画に基づく政府全体の取組について、ヒアリン

グを実施。ワーキンググループの取組に当たっては、IT 室と必要な連携・協

力を行っていく予定。 

③中小企業・小規模事業者の長時間労働是正・生産性向上と人材確保に関するワーキ

ンググループについて 

（概要）・「補助金申請システムの展開」及び「社会保険手続への ID／パスワード方式

の導入」に係る取組の進捗について、事務局から説明を実施。 

 

第５回 １月２７日（月）１０:００～１１:２５ 

【議題】 

①行政手続コスト削減に向けた各省取組のフォローアップ 

- 重点分野「国税」「地方税」について 

- 規制改革実施計画「地方の書式・様式」（地方税関係）について 

（財務省、総務省からヒアリング） 

（概要）・電子申告の利用率を目標としている国税及び地方税分野に関し、最新の利用

率及び目標達成に向けた今後の取組等について、ヒアリングを実施。 

    ・規制改革実施計画（平成 30 年６月 15 日閣議決定）における書式・様式の統

一（地方税関係）の取組の進捗について、ヒアリングを実施。 

②地方自治体への働きかけについて 

（概要）・デジタルガバメントの推進等を通じた行政手続コスト削減の取組の地方自治

体への展開について、事務局の説明を受け、委員間審議を実施（内閣府地方

分権改革推進室が同席）。 

    ・地方分権改革推進室と必要な連携・協力を行うとともに、地方自治体への展

開に係る具体的方策等について検討を行う予定。 

③規制改革ホットラインの処理方針について 
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２．今後の主な議題 

 

■「行政手続コスト 20％以上削減」の達成状況等の検証・取りまとめ 

■ 新しい目標設定の在り方についての検討 

■ 地方自治体への展開に係る具体的方策等についての検討 

 

以上 

 

 


